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令和６年６月20日(木曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第３号

　　令和６年６月20日(木曜日)午前10時開議

　第１　代表質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　代表質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(49人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君

　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(なし)

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名
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　　　　　　知　　　　事　木　村　　　敬　君

　　　　　　副 知 事　竹　内　信　義　君

　　　　　　副 知 事　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　小金丸　　　健　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　阪　本　清　貴　君

　　　　　　理　　　　事　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　下　山　　　薫　さん

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　三　輪　孝　之　君

　　　　　　観光戦略部長　倉　光　麻里子　さん

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　土 木 部 長　宮　島　哲　哉　君

　　　　　　会計管理者　川　元　敦　司　君

　　　　　　企 業 局 長　深　川　元　樹　君

　 　　　　　　　　　　 平　井　宏　英　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　城　内　智　昭　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　本　田　敦　美

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　議事課長補佐　岡　部　康　夫

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(山口裕君)　これより本日の会議を開きま

す。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　代表質問

○議長(山口裕君)　日程に従いまして、日程第

１、昨日に引き続き代表質問を行います。

　公明党城下広作君。

　　〔城下広作君登壇〕（拍手）

○城下広作君　改めまして、皆さんおはようござ

います。昨日に引き続いて代表質問をさせていた

だきたいと思います。公明党の城下でございま

す。熊本市第一選挙区でございます。

　今６月でございます。６月といえば、新茶の季

節でございまして、新茶もあまり飲み過ぎます

と、出がらしになります。

　昨日、代表質問で、県政の大きな課題は既に知

事から答弁がありました。出がらしとまでは言い

ませんけれども、もう内容がそこそこ出た中で、

私は、重複を避けながら、角度を変えて、若干知

事に対して質問したいというふうに思います。

　なかなか出がらしと言っても意味が分からない

人もいるかもしれません。若い人は分からないか

もしれませんけれども、笑われた人は分かったと

いうことでございます。すみません。ありがとう

ございます。

　今日は、早速質問通告を見ますと、これは絶対

終わらぬというふうに見られている方が多いと思

います。私は、そのために早口で、そして自分自

身の原稿は大体３枚でまとめて終わるようにして

います。後は答弁者の問題です。答弁者がそれに

協力するかしないかで、逆に言えば、私がこの12

項目を完結するかということにかかっております

ので、ぜひその辺を配慮して、よろしくお願いを

申し上げます。

　では、早速質問に入らせていただきます。

　知事就任の決意についてでございます。

　知事選挙の当選を決めて約３か月、知事就任か

ら２か月が過ぎ、就任後初めての議会を迎えたわ

けですが、昨日の代表質問の知事の答弁は、県民

にどのように伝わったのか、知事自身大変気にな

る心境だと思います。

事務局次長
兼総務課長

人事委員会
事 務 局 長

病 院 事 業
管 理 者
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　これまで、議会では、蒲島前知事の１メートル

64センチ横に座られていたわけですが――実際に

私測りました。今の副知事から、今の知事の場所

が１メーター64センチあるということで、ここか

ら僅かな距離に移動されたわけですが、今座られ

ている場所がどれほど責任の重い場所か、知事自

身一番感じておられることと拝察いたします。

　当選直後の思わぬ出来事、記者会見での発言な

ど、知事の一挙手一投足は全て関心を持たれ、時

には誤解を招くおそれがあることを痛感されたの

ではないかと、傍らから見て思うことがありまし

た。

　しかしながら、木村知事は、選挙において多く

の県民から負託を受け、当選されました。

　我が党も、知事が選挙中に訴えられてきた、こ

れまでのよき流れをさらに強く大きく、｢くまも

と新時代、共に未来へ」のキャッチフレーズ、そ

して10の約束など、聞けば聞くほど期待や希望が

湧き、全力で支援してまいりました。

　そこで、今後の県政運営に当たり、木村知事の

決意についてお尋ねしたいと思います。

　まず１つ目は、蒲島前知事は、県政史上４期16

年続きました。これは私の考えですが、県政のリ

ーダーとして16年務めることができたのは、やは

り職員との関係が何より良好であったからこそだ

と思います。皿を割ることを恐れるな、割った責

任は私が取ると言われれば、職員の皆様は安心し

て業務に励み、知事との信頼関係が構築され、職

員はやる気が出て、結果的に県民からの高い支持

につながったのだと思います。

　また、前知事は、県民に対して、県民の幸福量

の最大化を訴えられてきました。また、誰一人取

り残さないの言葉にあるように、県民第一の姿勢

も評価につながったと思います。

　そこで、木村知事は、職員との関係について、

何か分かりやすい表現は考えておられないのでし

ょうか。あればお示しいただきたいと思います。

　また、木村知事は、県民に対して、本会議開会

の冒頭の挨拶の中で、県民が主人公との思いを語

られました。とてもすばらしい考えだと思いま

す。

　しかしながら、県民には多種多様な考え方があ

ります。私も多くの方から相談を受けますが、多

様な意見に苦悩することが多々あります。木村知

事が言われる県民が主人公との思いは、木村知事

の政策判断にどのように反映させられるのか、お

尋ねします。

　次に、前知事が勇退されることで知事選挙にな

りましたが、熊本ならではの心配事として、くま

モンの処遇についての多くの声が県民から聞かれ

ました。

　例えば、知事が変わればくまモンは偉くなるの

ですか、または、のけもんにされるのですかと、

処遇について心配する声が私には結構寄せられま

した。

　私は、個人視察などで他県の役所に伺うことが

多々ありますが、必ずと言っていいほど、くまモ

ンのデザインがついたお菓子を持参します。する

と、どこの役所でも、くまモンだとのリアクショ

ンがあり、くまモンの存在を羨ましがられ、本題

に入る前にくまモンの話で盛り上がります。当

然、ＰＲもしてまいります。

　そこで、来年は、くまモンが誕生して15周年を

迎え、７月には新しいロゴも決まります。

　また、今週月曜日の17日には、大阪・関西万博

のスペシャルサポーターとして既に就任している

キティちゃんとポケモンに続き、くまモンも就任

しました。これは誠に名誉なことで、国内はもと

より海外での知名度アップにつながると確信しま

す。



－ 64 －

令和６年６月定例会　熊本県議会会議録　第３号（６月20日）

　このような未曽有の活躍を考慮し、今後の幅広

い活用や新たな役職について何か考えがあるの

か、木村知事の考えをお尋ねいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　公明党を代表して、城下代表

から御質問いただきました。

　また、今日は、両副知事にも答弁を振っていた

だきまして、ありがとうございます。両副知事と

も大変能力高うございますので、ぜひどんどん振

ってやってください。よろしくお願いいたしま

す。

　まず、１点目の県政運営に関する基本姿勢、特

に、職員との関係についてお答え申し上げます。

　４月16日の就任式におきまして、私は、幹部職

員に、今の熊本のよき流れをつくり上げたのは、

蒲島前知事の皿を割れの精神で様々な取組を行っ

てきた職員の功績であって、それをより強く、よ

り大きくしたいと、私の使命であると訓示をいた

しました。

　私の座右の銘は、江戸時代の東北・米沢藩主上

杉鷹山のなせば成る、なさねば成らぬ何事もでご

ざいます。ただ、さらに分かりやすい好きな言葉

を申し上げれば、サントリーの創業者・鳥井信治

郎のやってみなはれがあります。熊本弁で言え

ば、やってみなっせの精神でありまして、職員に

はリスクを恐れず挑戦し続けることを求めて、共

にくまもと新時代の県政を進めていきたいと考え

ております。

　そのためにも、職員との信頼関係をより一層強

固なものにしながら、風通しのいい関係を構築し

て、一緒に政策を練り込んで積み上げていく県庁

を目指してまいります。あらゆるハラスメントを

徹底的に排除して、働きやすい職場をつくってい

きたいと思っております。

　また、私自身が、今回の選挙期間中、県内各地

に伺い、現場を見て様々な方々と対話を繰り返し

たことで、各地域の課題ですとか特性を知ること

ができました。この経験が、現場主義の大切さを

再認識するに至っております。

　このため、やはり職員にも、常に現場を訪れ

て、県内各地のこと、そして、そこで頑張ってい

る県民の皆様のことを深く理解した上で、それぞ

れの業務に取り組んでもらいたいと思います。そ

うした中で、県庁全体でさらなる熊本の可能性を

掘り起こしていきたいと思っております。

　次に、県民が主人公の県政の推進についてお答

え申し上げます。

　県政を進めていくに当たっては、県民の皆様と

の対話を重視したいと考えております。私自身が

直接県内45全ての市町村を訪れ、県民の皆様から

御意見や御提案をお伺いするお出かけ知事室を、

今週末の宇土市を皮切りに、月１から２回のペー

スで順次開催してまいります。

　県民の皆様との対話においては、特に、日頃で

あれば、なかなか声が上げられない方、弱き声、

小さき声、そうした声にしっかりと耳を傾けると

ともに、悩み、頑張っておられる県民の皆様に光

が当たるように努めてまいりたいと思っておりま

す。

　県民が主人公の県政と表現いたしましたのも、

県民の皆様の声が行政に反映され、行動が成果を

出すことによって、ああ、熊本に暮らしてよかっ

たと実感できる熊本県政にしたいとの思いからで

ございます。

　私知事も、そして、それぞれ県職員も、主人公

である県民の下支えであり、黒子なんだと考えて

おります。私の父がテレビの制作会社のプロデュ

ーサーであったことから、自分にもその血が流れ

ています。私は、熊本県民のプロデューサーとな

って、県民が主人公の県政を演出させていただき
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たいと、そう思っております。

　｢くまもと新時代、共に未来へ」というスロー

ガンを掲げて、皆様から県政を負託された知事と

して、これまで同様、現場主義を徹底し、県民の

皆様としっかりと対話を重ねながら、県民が主人

公の県政の推進に向けて、県職員とともに挑戦を

続けてまいります。

　２点目のくまモンの活用についてお答え申し上

げます。

　くまモンは、2010年にデビューし、来年３月に

15周年を迎えます。

　その間、国内外の様々な場面で熊本をＰＲする

とともに、県民の皆様に寄り添い、心の支えとな

るような活動を行ってまいりました。

　その結果、昨年までの関連商品の売上高が１兆

4,596億円となるなど、熊本県の知名度の向上と

県産品の販路拡大に大きく貢献してまいりまし

た。今や県民にとってなくてはならない存在にな

るとともに、国籍とか世代を超えて愛されて、世

界的なキャラクターにおかげさまで成長してまい

ったものと思っております。

　今後のくまモンの活用につきましては、ビジネ

スの国際化が進む中で、熊本を世界に分かりやす

くアピールする存在として、これまで以上にくま

モンの世界展開を行っていきたいと考えておりま

す。

　具体的には、東南アジアや東アジアでくまモン

ファン感謝祭を開催するなど、そしてまた、私の

海外トップセールスに同行してもらうなど、くま

モンによる熊本ファンの拡大に向けて、より積極

的に海外に打って出ていきたいと思っておりま

す。

　また、くまモンは、これまで、2011年の東日本

大震災、2016年の熊本地震、2020年の令和２年７

月豪雨などの大災害が起きた後、県内外の被災地

の皆様に寄り添う活動をしてまいりました。

　しかし、今年１月には能登半島地震が、４月に

は台湾地震が発生するなど、国内外で今また大き

な災害が続いています。

　これまで、熊本県は、幾度の大きな災害に見舞

われて、そのたびごとに全国や海外から多くの御

支援をいただいて復興に取り組んでまいりまし

た。

　その温かさやありがたさを身をもって体験して

いる熊本県だからこそ、全国や海外の皆様との被

災経験を通じた絆を大切にして、被災地の復興を

応援していきたいと思っております。

　議員御提案がありました新しい役職、その中の

一つとして、くまモンを今回新たに「復興応援

“絆”大使」に任命したいと思います。

　｢復興応援“絆”大使」の最初の仕事として、

８月に石川県をくまモンが訪問し、能登地震で被

害が特に大きかった輪島市などを回ってもらい、

被災地の方々と交流することを考えております。

　くまモンの訪問を通して、災害から復興に向か

ったこの熊本県の取組をお伝えし、熊本県との絆

を能登の方に感じていただいて、能登半島地震の

被災地の皆様に元気と幸せを届けたいと考えてお

ります。

　来年は、くまモン誕生15周年のアニバーサリー

イヤーです。くまモンを通じて、熊本の認知度

が、日本中、いや世界中で高まっております。

　今後、くまモンが、日本の宝、熊本の宝とし

て、100年後も世界中から愛され続け、熊本が世

界に誇れる存在となるよう、私は、蒲島前知事よ

りもむしろもっと強力に、くまモンと二人三脚で

しっかりと取り組んでまいりたいと思います。

　以上でございます。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　既に、12問目の質問に到達する前
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に黄色信号が出てまいりました。これから先、

ちょっと急ぎたいというふうに思います。

　やってみなっせ、新しい言葉で、職員にも、勇

気を持って、自信を持ってやってみなっせと知事

から言われれば、大変元気が出ると思います。

　私も、蒲島県政４期16年の間に、自宅で皿を２

枚割ってしまいました。そのときに、割ることを

恐れるなとか、それが頭に浮かんで、大丈夫だと

自分に言い聞かせて、しかし、怒られてしまいま

した。だけど、本当に、やっぱり皿を割れとい

う、そういう柔らかい気持ち、やってみなっせと

いう気持ちは、職員に力が出ると思いますので、

ぜひ頑張っていただきたいと思います。

　それと、くまモンの新たな大使という「復興応

援“絆”大使｣、大使といえば、私は、マグマ大

使しか思いつきませんけれども、復興大使とい

う、それはすごいいいなというふうに思います。

ぜひくまモンにも活躍をしていただきたいと思い

ます。

　じゃあ、第２点目でございます。

　少子高齢化・人口減少問題についてでございま

す。

　公明党は、高齢者人口がピークを迎えるいわゆ

る2040年問題への対策として、教育や医療、介護

などに関する分科会をつくり、社会保障の諸課題

を克服するための手がかりにするため、地方議員

が主体となって、本年２月11日から３月15日ま

で、少子高齢化、人口減少への対応に関する自治

体アンケートを実施しました。この時期、木村知

事は、まさに火の車となって県下一円を回ってい

る最中で、知る由もなかったと思います。

　この調査は、能登半島地震で被災した石川県で

は実施せず、富山、新潟両県は県のみ回答を依頼

しました。集計はすぐさま実施され、４月12日に

記者発表を行いました。

　その結果を見てみますと、全国の1,724市区町

村の中、1,304の市区町村が回答、回答率75.6％

で、都道府県では、石川県以外46の都道府県から

回答をいただきました。

　ちなみに、本県の市町村の回答率は45中34で、

75.6％でした。全国平均とちょうど同じ結果とな

りました。

　大事なのは中身ですが、設問として、2040年の

地域別将来推計人口に対する認識、2040年へ向け

た医療・介護サービスの長期的な需要と供給に対

する認識、外国人材の受入れ見通しや進めていく

上での課題、また、少子高齢化に対応できる安定

財源の確保策、そして独り暮らしの高齢者につい

て今後力を入れるべき支援策などありましたが、

まず、地域別将来推計人口については、市町村の

３割が存続が危ういと答え、医療、介護について

は、健康寿命の延伸が必要と、外国人材では、住

民理解と協力が鍵を握る、少子化対策は、若者の

働き方改善を訴え、単身高齢者問題は、見守りや

交流がさらに必要との回答がそれぞれ多かったよ

うです。

　折しも、民間の有識者でつくる人口戦略会議

は、４月24日、2020年から2050年の30年間で、全

国の市町村の４割に当たる744自治体が、人口減

少によって行政運営が維持できなくなり、将来的

に消滅する可能性があるとの報告書を発表しまし

た。

　ちなみに、県内では、18市町村がそれに当たる

そうです。悲しいかな、私のふるさと天草では、

２市１町全て対象になっています。

　この発表の根拠とされているのが、子供を産む

中心世代となる二十歳から30代の女性が、2020年

から2050年までの30年間で50％以上減少するとの

推計が基になっているようです。

　そこで、木村知事にお尋ねします。
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　まずは、木村知事に事前に見ていただいた公明

党が実施した自治体アンケートの実施について、

また、結果について、どのような感想をお持ち

か、お尋ねをいたします。

　次に、木村知事は、選挙期間中の10の約束の中

に「安心して結婚・出産・子育てできる社会を実

現！」｢日本一の健康長寿社会を実現！」と訴え

られていましたが、少子化対策としては、５月29

日に設置された「こどもまんなか熊本」推進本部

において検討が重ねられることと思います。た

だ、私としては、少子化対策の結果を見いだすに

は県だけでは無理があり、やはり国の支援が鍵を

握ると思います。

　そこで、国に対してはどのような働きかけが必

要と考えておられるのか、木村知事の考えをお伺

いいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　まず、自治体アンケートにつ

いてお答えいたします。

　議員御紹介の公明党が全国規模で実施されたア

ンケート、こちらにございますが、2040年の推計

人口について、｢自治体としての存続が危うい水

準」と回答している市町村が約３割に上っていま

す。また、医療、介護について、施設や人材が不

足すると回答する市町村は半数を超えています。

　少子高齢化、人口減少に対する自治体の危機

感、問題意識が浮き彫りとなっておりまして、ま

た、この中身が人口規模別の市町村の回答動向も

分かるなど、大変有意義なアンケート結果だと感

じ、感謝申し上げる次第であります。

　また、議員御紹介いただきました人口戦略会議

が先日公表した消滅可能性自治体のリストにつき

ましては、歯止めのかからない日本の人口減少問

題に警鐘を鳴らすものと考えておりまして、日本

全体の喫緊の課題であると重く受け止めておりま

す。

　本県においても、消滅可能性自治体の数は、10

年前の前回の公表の26から18に減ったものの、や

はり強い危機感を覚える次第であります。

　議員御紹介のアンケート結果も参考に、引き続

き、移住、定住の促進、関係人口の創出、拡大、

こどもまんなか熊本の実現など、熊本県の総力を

結集して、また、市町村と連携しながら、持続可

能な地域づくりをしっかり進めていきたいと考え

ております。

　次に、少子化対策に係る国への働きかけについ

てお答えいたします。

　議員御指摘のとおり、少子化対策の実効性を高

めていくには、県だけではなく、国、そしてま

た、現場の市町村と連携して、それぞれの立場で

効果ある政策やきめ細やかな支援に取り組んでい

くことが重要です。

　国においては、今月５日、子ども・子育て支援

法が改正され、児童手当の拡充でありますとか、

育児休業の給付率の見直しによる共働き、共育て

の推進などが段階的に施行されます。

　今回の法改正のように、少子化対策において、

やっぱり地域によって格差がないように、全国一

律のサービス水準を保障するためには、やはり国

による制度設計、財政的な支援が期待されるとこ

ろです。

　日本創生のための将来世代応援知事同盟という

グループがあります。全国の知事有志で結成され

たこのグループに、私は、熊本県として新たに参

加させていただきました。

　５月15日に、少子化と人口減少に向けたみやざ

き声明と人口戦略緊急アピールin宮崎を25名の知

事で取りまとめをいたしました。その緊急アピー

ルでは、深刻化する人口減少問題に挑戦するため

に、政府にそのための司令塔を設置すべきなどの
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提案をいたしまして、国への要望活動なども行っ

ております。

　一方で、国に求めるだけではなくて、県として

は、住民と直接サービスを提供する市町村との連

携、広域調整により、主体的に取組を進めること

が重要と考えています。

　そこで、熊本県の新たな取組として、こども未

来創造会議を開催し、子供、若者、そして子育て

の当事者の皆さんとの対話を重ねるための関連予

算を今定例会に提案させていただいております。

　その声をしっかりと県の政策に反映するととも

に、私自ら国へ働きかけ、新たな提案も含め、必

要な政策の実現につなげられるよう連携を図って

まいります。

　それぞれの希望に応じ、安心して結婚、出産、

子育てができ、子供、若者がきらきら輝く熊本が

実現され、その結果として、少子化、人口減少の

流れを変えられるよう、全力で頑張ってまいりま

す。

　以上でございます。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　少子化対策については、知事もし

っかりと考えがあり、頑張られると確信をしてお

りますので、ぜひ頑張っていただきたいと思いま

す。

　では、３番目の質問に移ります。

　ＴＳＭＣ進出に係る水問題についてでございま

す。

　熊本県にＴＳＭＣの進出が決まったことで、や

はり一番と言ってよいほど関心が高かったのが地

下水への影響でした。私もそうですが、この問題

については、多くの議員が、この議場で、地下水

の枯渇と水質保全の心配、その対策を強く訴えて

こられました。

　木村知事も、選挙期間中、自身の10の約束の中

で一番目として挙げられたのが「県民の命と暮ら

しを守る！」として、熊本の宝である水資源の保

全など、安心安全な熊本づくりと訴えられておら

れました。

　その決意の表れが、先月27日に設置された地下

水保全推進本部の設置だと思いますが、結果を見

ながら見守りたいと思います。ただし、問題が発

生した場合は、速やかな対応を求めていきたいと

考えています。

　そこでお尋ねしますが、まず第１点目は、半導

体を生産するためには多くの化学物質を使うと聞

いています。大半は半導体の洗浄水として使用さ

れ、最終的には排出されるのですが、台湾で検査

される化学物質と日本国内で検査やモニタリング

される化学物質には、その項目に違いがあると聞

いていますが、国内での廃水排出に当たり、何か

問題は生じないのか、お尋ねをします。

　第２点目に、半導体関連産業の集積に伴う排水

対策についての問題です。

　ＴＳＭＣを含むセミコンテクノパーク周辺にお

ける半導体関連産業の集積に伴い、工場排水の増

加が見込まれ、既存処理場である熊本北部浄化セ

ンターの能力不足が懸念され、新たな処理場の整

備が必要となり、県では、同センターを最大限活

用しながらも、新たに特定公共下水道事業の事業

化を決定することになりましたが、建設場所や排

出先を気にする住民も多いと思います。

　そこで、新処理場の予定地や建設に関する今後

の予定についてお伺いをいたします。

　また、新処理場の規模は、施設を利用する見込

みの地域や住宅や企業の数により施設の規模が決

められると思います。

　過日、木村知事は、ＴＳＭＣ周辺に第３工場も

視野に入れながら台湾本社に売り込むとの発言も

ありました。
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　また、ソニーは、先月31日、第２工場も発表さ

れました。今後も周辺企業の増設や新たな企業が

進出すれば、予定される新処理場の規模の計画に

影響するのではと心配をします。

　現に、既存の熊本北部流域下水道処理施設も、

建設当初の排水計画を大きく上回ったため、今日

までに増設を重ね、対応せざるを得なかったわけ

ですから、今回の新処理場の計画に当たっては、

今後の予想を慎重に見据えた上での事業計画が必

要と考えますが、どのような対象区域や流入水量

を想定し計画されようとしているのか、お考えを

お示しください。

　第３点目は、地下水の保全に資する取水量の削

減の対策についてです。

　これは私の持論でもありますが、やはり地下水

の取水を抑制するのに効果が出るのは、使用した

量に対して課税する取組ではないかと私は確信し

ていますが、実現には至っておりません。

　現在の県の対応は、地下水財団等への寄附や農

地への涵養が中心ですが、私は、この取組に不安

を感じています。

　例えば、地下水財団等への寄附金は、地下水取

水者全員が負担し拠出しているわけではないた

め、不平等です。また、進出企業による井戸の取

水申請が今後ますます増え、地域の農地が宅地や

工業用地に転換されていくほど、地下水涵養に適

した農地の確保に限界が生じてくるのではないか

と心配になります。さらに、涵養地を広げると、

補助金に頼り農作物の作付をやめる方も出るおそ

れがあることから、本来の農地の役目が失われる

心配も出てきます。

　そこで、今後の地下水保全に資する取水量削減

に向けた対策についてどのように考えておられる

のか、お尋ねをします。

　以上３点、木村知事の考えをお尋ねいたしま

す。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　ＴＳＭＣの進出に係る水問題

についてお答えいたします。

　やはり皆さん関心高い事項ですので、またちょ

っと長めになりますが、お許しください。

　まず、排出中の化学物質の監視についてお答え

申し上げます。

　県では、昨年８月の台湾訪問調査において、台

湾の法令に基づく監視対象項目や基準値には、議

員がまさに今御指摘いただいたとおり、日本と異

なるものがあるということを確認しております。

　例えば、ヒ素については、台湾の排出基準は

0.35ミリグラム・パー・リットルなんですけれど

も、日本国内では0.1ミリグラム・パー・リット

ルと厳しい基準になっています。

　当然のことながら、ＴＳＭＣに限らず、本県に

立地する工場、事業場は、全て日本の法令や本県

の条例に基づく基準を守っていただく必要がござ

います。

　そこで、県は、関係市町と連携して、法令等が

守られるよう、まず、法令などで義務づけられて

いる施設設置前の届出において、適切な施設であ

るかを確認し、その後、施設設置後は、立入検査

を行って、施設及びその運転管理状況をしっかり

確認していきます。

　また、関係市町と連携して、河川や地下水の監

視を徹底し、その結果を公表するとともに、適切

に対応してまいります。

　次に、半導体関連産業の集積に伴う排水対策に

ついてお答え申し上げます。

　新たな特定公共下水道は、昨年国に創設いただ

いた地域産業構造転換インフラ整備推進交付金を

活用することとして整備を行うこととしておりま

す。
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　処理場の位置については、対象とする区域や地

形、周辺環境、放流先などを総合的に検討し、こ

れから関係機関との協議を踏まえて選定をするも

のでございます。

　今後の予定については、これらの検討や協議の

結果を取りまとめ、地元住民への御説明を行った

上で、事業計画を策定するということとなってい

ます。

　この事業計画については、議員御指摘のとお

り、将来予測に基づいて、慎重に処理場の計画を

定める必要があると考えております。

　このため、対象区域や流入水量については、関

係部局や周辺自治体から、半導体関連産業の集積

見通し、そして進出企業の状況などについてしっ

かりと情報を把握し、適切な事業計画を策定して

まいります。

　なお、見通し以上のさらなる企業集積に伴う排

水量の増加ということも考えられますので、段階

的に増設できるような施設とすることで対応して

まいりたいと考えております。

　そして、処理場で処理された水につきまして

は、法律や条例に基づく基準をしっかりとクリア

したものになるわけではありますが、放流先の決

定に当たっては、河川などの水質への影響につい

て十分に調査検討を行い、その結果を住民の皆様

にしっかりと説明をして対応してまいりたいと思

います。

　最後に、地下水の保全に資する取水量削減に向

けた対策についてお答え申し上げます。

　まず、県の地下水保全条例に基づく取水事業者

への許可に当たっては、申請の際に、地下水利用

計画と併せて、取水量を抑制するための合理化計

画、そして涵養の計画の提出を求め、その計画の

妥当性や実現性をしっかり審査してまいります。

　特に、大規模な取水の場合は、事業者において

も施設内で揚水試験を実施して、取水後の地下水

位の回復状況をあらかじめ確認するとともに、県

でも、県が設置している観測井戸をはじめ周辺井

戸の水位に影響がないかを確認いたします。

　さらに、大規模な取水の中長期的な影響につい

ても、熊本大学などと連携したシミュレーション

により評価して、許可が適当かを判断いたしま

す。

　許可後も、毎年、取水事業者に対して取水量や

涵養量の実績の報告を求めるとともに、計画の実

施状況を随時確認してまいります。

　また、昨年10月に、その水源の涵養目標を取水

量の10割に強化したことも、取水を抑制する大き

な効果があると考えております。

　しかしながら、一方で、議員御指摘のとおり、

涵養の拡充に当たっては、農地の減少や農業の生

産活動とのバランスを十分に考慮しながら進める

必要があることも十分認識しております。

　そのため、涵養以外の対策として、取水量自体

を抑制、削減する取組が非常に重要であると考え

ます。

　そこで、企業に対して我々側からも必要な提案

を行うことができるように、工場内における使用

水の再利用を先進的に行っている施設などを調査

するための予算を本定例会に提案しております。

　さらに、有明工業用水道の未利用水を活用し、

地下水の取水によらない取組も進めることとして

おります。

　企業による地下水利用の影響を最小化するた

め、引き続き、条例の運用に万全を期してまいり

ます。

　私は、地下水に対する県民の不安を取り除くこ

とが何より重要と考えております。

　先月末に設置した地下水保全推進本部におい

て、地下水の量と質の両面で問題が生じないよ
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う、関係部局が連携し、市町村と協力して、県民

の宝である地下水の保全に全力で取り組んでまい

ります。

　以上でございます。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　ぜひ、大事な地下水に関する取組

は、県民が一番注目をするところでございますの

で、知事が述べられた形の分でしっかり対応をし

ていただきたいと思います。

　ただ、心配するのは、本当に、菊陽町、今のセ

ミコン周辺が、さらに私たちが考えている以上に

企業の進出が今後あり得るかもしれない。そのと

きは、ステージが変わって、今までの取組で果た

して大丈夫なのかという問題も出てくるかもしれ

ない。そのことも心配しておきたいというふうに

思っております。

　それでは、４点目の質問に行きます。

　失われた農地の新たな確保についてということ

でございます。

　ＴＳＭＣの進出が決定して以降、菊陽町をはじ

め、合志市や大津町、菊池市では、これまで農地

であったところが、県や市町の工業団地への用途

変更や民間企業の申請、いわゆる農地法第５条申

請で農地から宅地などに用途変更されたことで、

農地が減少しています。

　具体的に調べてみますと、ＴＳＭＣが正式に決

定した令和３年10月から今日まで、およそ164ヘ

クタールを超える農地が失われたことになりま

す。

　最近では、菊陽町が、原水駅周辺に約70ヘクタ

ールの土地区画整理計画が発表されました。これ

も多くが農地であります。

　これは、100年に１度のビッグチャンスと言わ

れる半導体関連の集積に伴う必要な流れと受け止

めていますが、農地が失われることで、前の質問

で述べました地下水への影響や酪農家の自給飼料

耕作地や野菜農家の農地減少など、様々な問題や

課題が取り沙汰されています。

　また、古くから、この地域は、言わずと知れた

優良の農業地帯であり、農産物の自給率が低い我

が国にとっても、本県にとっても、非常に重要な

役割を果たしてきた農業生産地帯でもあります。

半導体産業が経済の米と言われていますが、この

地域は、熊本の農産物の宝庫と言われてもおかし

くない地域でもあります。

　ただ、今後も、既存の半導体関連企業が集積す

る周辺地域では、工業用地を求める流れは今後も

続くと思われます。

　こうした状況を考えますと、私は、失われた農

地を何らかの方法で新たに確保する必要があると

考えます。

　そこで提案ですが、失われた農地を確保するに

は、まずは、菊池、合志、大津、菊陽の２市２町

における100ヘクタールを超える遊休農地があり

ますが、これを最大に活用することが第一である

と考えます。そして、さらには、抜本的な農地確

保の手だてとして、中山間地域や山林などを対象

に、農地整備を新たに推進する必要があると考え

ます。

　県としては、広域的な視野を利かせ、自治体に

全力で支援する必要があると考えますが、地域の

営農継続に向け、失われた農地の確保策につい

て、県としてはどのように対応されるのか、農林

水産部長にお尋ねをいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　半導体関連企業等

の進出による農地の売買や貸借契約の解除などで

影響を受けた農家の方々の営農継続を支援するた

め、県では、プロジェクトチームや市町村との連

絡会議を設置するなど、庁内や市町村、関係団体
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と情報共有を図ってきました。

　代替農地の確保に向けては、菊池地域４市町の

100ヘクタールを超える耕作放棄地など、貸借可

能な農地について、周辺道路等の耕作環境を含め

た現地情報を調査し、くまもと農地ＧＩＳを活用

したデータベースを構築しました。関係市町にこ

の情報を提供し、代替農地を希望される農家と農

地のマッチングの支援を行うとともに、飼料用ト

ウモロコシの収量の増加に向けた生産支援にも取

り組んでいるところです。

　マッチングについては、本年４月末時点で58件

の御相談をいただいており、今年度は、市町村を

またいだより広域的な農地確保も見据え、対象エ

リアを、山鹿市、阿蘇市、南阿蘇村、西原村、御

船町、益城町の周辺６市町村まで拡大してまいり

ます。

　マッチングを成功させるためには、貸借可能な

農地を増やすとともに、農地を求める農家のニー

ズを丁寧に酌み取る必要があると考えているとこ

ろです。

　また、議員御提案の中山間地や山林などを対象

にした農地整備に関しては、個々の農家や市町か

ら具体的な相談や申請はこれまで県には届いてお

らず、ニーズを把握できていません。

　そこで、県では、市町やＪＡ等と連携し、菊池

地域において、半導体関連企業等の進出により影

響を受ける農家を対象としたニーズ調査に着手し

ました。

　調査に当たっては、県職員等が現地に赴き、お

困りになられている農家の方々の営農継続に向け

た様々な要望を具体的に把握してまいります。

　調査結果は、くまもと農地ＧＩＳに反映の上、

見える化を図り、関係市町と共有し、マッチング

の精度向上につなげるとともに、地域農業の目標

となる地域計画の策定状況も踏まえ、農地の基盤

整備など、今後必要となる施策の検討に関係市町

とともに活用してまいります。

　県としましては、農業振興と企業進出の両立を

目指して、関係市町や団体と連携を図りながら、

営農継続に向け、農家に寄り添った対策を進めて

まいります。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　ぜひ調査をして、農地を希望する

方がいれば、新しい農地を確保するということも

大事な視点だと思いますので、よろしくお願いし

ます。

　５点目でございます。

　ＴＳＭＣ進出に係る渋滞対策についてお尋ねを

します。

　半導体産業が集積する菊陽町やその周辺自治体

は、これまで慢性的な渋滞に悩まされていまし

た。それに、今回のＴＳＭＣ進出により、渋滞は

さらに激しくなり、通勤、農作業、買物など、今

までの生活環境が極端に悪化し、困惑されている

方が多いと聞きます。

　私も、あえて渋滞が予想される時間帯に、調査

を兼ねて車で原水駅に行ってみましたが、道路は

渋滞、列車は乗客で満杯、セミコンテクノパーク

周辺に向かうシャトルバスも乗客でごった返し状

態、まるで東京にいるかのような状況でした。こ

れが毎日となれば、この周辺で暮らす人も通勤等

で行き来する人も相当ストレスを抱え、多くの時

間が浪費されることが心配されます。

　そこで、県も新たな組織として渋滞解消推進本

部を設置し、渋滞解消の柱の政策として、中九州

高規格道路早期完成や県道大津植木線の多車線化

などの推進に全力で取り組んでいることは承知し

ています。

　しかし、道路整備は、用地交渉や工事完了まで

に相当時間を要します。本年12月にはＴＳＭＣの
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操業が開始され、第２工場の準備も進められると

思います。さらには、およそ３年後には第２工場

の生産も開始されると言われています。果たして

道路整備がどこまで進んでいるのでしょうか。満

足するような道路整備は厳しいと予測する人が多

いのではないでしょうか。

　そこで、私の提案ですが、道路整備は当然強力

に推進しながら、もう一方で、ソフト面での対策

が必要と考えます。

　その具体的な取組として、１つ目は、高速道路

の活用であります。

　熊本市は、平成20年10月に富合町と、その後城

南町や植木町と合併し、政令指定都市を目指す中

で、熊本都市圏の渋滞緩和や都市内移動の時間短

縮課題を抱えていたため、高速道路を活用して熊

本市内の交通混雑の緩和を図り、地域拠点間の移

動時間短縮や都市内交通の円滑化、公共交通の定

時性の向上に寄与する施策を検討するために、高

速道路無料化の効果検討のための推計を行いまし

た。

　結論から申し上げますと、植木─松橋間を無料

にすることで、１日につき２万2,300台トリップ

の車両が、一般道から高速道路利用に転換すると

の推計が得られました。この推計結果は、これだ

けの車両が熊本市内で発生する渋滞混雑を回避し

て高速道路を利用すれば、一般道における渋滞が

ある程度緩和することを意味しています。

　そこで、この取組をセミコンテクノパーク周辺

における道路整備が完成するまでの間、広域的な

車の分散につなげる目的で実施すれば、渋滞解消

の効果が出るのではないかと思います。

　国も、高速道路の料金を時間帯によって変える

ロードプライシングの導入を来年度以降考える方

針ですので、高速道路の活用についてはよいタイ

ミングだと思いますが、県の考えをお尋ねしま

す。

　２つ目は、ＪＲ豊肥線の活用についてでありま

す。

　現在、セミコンテクノパーク周辺の企業に勤め

ておられる方を中心に、ＪＲ豊肥線を利用する方

が増えています。当然、利用者が増えますと、そ

の分車での通勤者が減り、ＣＯ2削減にもつなが

ります。

　そこで、ＪＲ豊肥本線の利用者をさらに増やす

ための施策として、ＪＲ豊肥本線の原水駅での乗

降者に対し、無料もしくは割引の導入をすれば、

さらにＪＲ利用者が増え、車の通勤は減ることに

なります。

　双方の財源については、ＴＳＭＣの誘致は国策

でありますから、国の支援を訴えてもよいのでは

ないかと思いますが、県の認識についてお尋ねし

ます。

　最後に、木村知事は、選挙期間中、渋滞解消問

題を含め、熊本県の道路整備に関して、スピード

感を持って実行するために、主に熊本都市圏の渋

滞緩和策として、(仮称)新・道路公社の設置に触

れられました。既存の県道路公社もありますが、

木村知事が目指す新・道路公社の役割と今後の予

定についての考えをお示しください。

　以上、高速道路の活用やＪＲの割引等について

は亀崎副知事に、新・道路公社に関しては木村知

事に、それぞれお尋ねをいたします。

　　〔副知事亀崎直隆君登壇〕

○副知事(亀崎直隆君)　まず、高速道路の活用に

ついてお答えいたします。

　高速道路料金の割引により、一般道路の交通を

交通容量に余裕がある高速道路に転換させること

は、一般道路の渋滞緩和のためのソフト対策の一

つとして、有効な手段であると認識しておりま

す。
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　熊本都市圏を通過する高速道路の九州自動車道

につきましても、並行する国道３号など主要な一

般道路の交通の一部が高速道路に転換することに

より、並行する一般道路やその周辺道路の渋滞緩

和に効果が期待されると考えます。

　また、議員御紹介のとおり、今月11日の政府の

経済財政諮問会議では、高速道路の柔軟な料金体

系への転換が示され、８月を目途に検討を開始す

ることが明らかになりました。

　県としましては、この高速道路の柔軟な料金体

系への転換の検討状況を注視するとともに、議員

御提案の高速道路の料金割引が、熊本都市圏、特

にセミコンテクノパーク周辺の交通渋滞の緩和に

もたらす効果などにつきまして、国の支援も念頭

に置きながら、速やかに検討してまいります。

　次に、ＪＲ豊肥本線の活用についてお答えいた

します。

　セミコンテクノパーク周辺の渋滞対策のために

は、ＪＲ豊肥本線をはじめとした公共交通機関の

利用促進を図り、車の利用を減らすことが重要で

す。

　ＪＲ豊肥本線につきましては、公表値によりま

すと、朝のピーク時は、東京圏の平均混雑率123

％を上回る135％に達している状況でございま

す。まずは、車両の増結等、短期で実行可能な輸

送力強化の対策が必要と考えております。

　議員御提案の原水駅利用者の運賃の割引等につ

きましては、利用者増につながる提案と考えます

が、仮に実施するとした場合の費用負担の在り方

などの課題を整理しながら、その他の利用促進策

と併せまして、可能性を検討してまいります。

　さらに、熊本都市圏の鉄道を中心とした公共交

通体系を強固なものにしていくため、駅を拠点と

した二次交通の充実や抜本的な輸送力強化のため

のハード整備など、ＪＲ豊肥本線の機能強化に向

けまして、県としましても、ＪＲ九州や関係する

市や町と連携しながら全力で取り組むとともに、

国の支援をしっかりと求めてまいります。

　議員から御提案のありました高速道路の活用や

ＪＲの割引等も含め、あらゆる角度から幅広く検

討し、渋滞解消に向けた取組を迅速かつ強力に進

めてまいります。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　熊本都市圏の渋滞問題は、私

が初めて熊本に着任した12年前から解決すべき大

きな課題であると認識しており、特に、コロナ明

けの人流拡大で、さらにそれが悪化している今、

蒲島県政から残された県政の重要課題であると認

識しております。

　県と熊本市では、令和３年に熊本県新広域道路

交通計画を策定し、定時性と速達性を兼ね備えた

広域道路ネットワークを形成するとともに、喫緊

の課題である熊本都市圏の渋滞を緩和する高規格

道路として、熊本都市圏３連絡道路を位置づけま

した。

　私は、この３連絡道路の建設を念頭に、マニフ

ェストにおいて、新・熊本道路公社を創設し、都

市高速の建設を推進すると掲げました。

　これは、限られた予算の中で３連絡道路を早期

に実現するためには、有料道路制度を活用する事

業手法が有効と考え、その役割を担う事業主体の

一つとして、熊本市と連携した新・道路公社を提

唱したものでございます。

　現在、３連絡道路は、国の協力もいただきなが

ら、県と熊本市で有識者委員会を開催し、住民参

加型の道路計画検討を進めております。

　引き続き、地域や道路の解決すべき課題を住民

の皆様と共有し、御意見を把握しながら、ルート

帯ですとか主な道路の構造などの概略計画の決定

に向けた調査、検討を進めてまいりたいと考えて
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おります。

　さらに、その中で、事業手法や事業主体につい

て、県、市によるこうした公社という形態がふさ

わしいかも含めて、さらに検討を重ね、環境アセ

スメント、都市計画の決定などの手続につなげて

まいりたいと考えております。

　熊本都市圏３連絡道路は、国の最大限の協力の

下、私自身が先頭に立ってリーダーシップを発揮

し、50年、100年先の未来の熊本のさらなる発展

に向けて、熊本市と連携を図りながら、スピード

感を持って取り組んでまいります。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　高速道路の活用というのは、私は

絶対効果があるというふうに思います。また、Ｊ

Ｒの活用、複線・高架化とかいろいろありますけ

れども、なかなかこれも時間がかかる問題。これ

を車両を増やすということで、少しは改善するの

かなという感じもいたします。

　また、新・道路公社、新しく10分・20分構想、

ぜひ進めてもらいたいとは思うんですが、やはり

無料でやると、もう結果的に予算も難しい。そこ

に有料化と、こういうことも考えたときに、新・

道路公社というのは有益になるという考えも、私

はいいのではないかなと、あり得るなというふう

に思います。ぜひ頑張っていただきたいと思いま

す。

　次に、県立技術短大の定員増と４年制移行につ

いてお尋ねをします。

　先月、数年ぶりに県立技術短大を訪問しまし

た。県立技術短大に入る前、ＴＳＭＣ新社屋の横

を通りましたが、やはり近くで見ると、とても大

きく、迫力がありました。

　県立技術短大に着きますと、校長、副校長に、

改めて、県立技術短大の沿革や入学者の状況、カ

リキュラムの内容、そして卒業後の就職状況など

を伺いました。

　開校当初から、恵まれた教育環境もあり、これ

までの卒業生の就職率はほぼ100％維持され、企

業からも高い信用を得るなど、とてもすばらしい

実績を持つ産業人材の育成機関であることを改め

て確認することができました。

　今、九州の各大学では、新たな学部や組織を設

け、半導体の人材育成に本腰を入れています。

　具体的に名前を挙げますと、九州大学、長崎大

学、宮崎大学ですが、本県でも、熊本大学では、

75年ぶりに学部相当の情報融合学環と工学部に半

導体デバイス工学課程を今年４月に新設されまし

た。また、県立大学でも、半導体産業で活躍する

国際人材の育成に向け、英語力の強化などに取り

組む打ち出しをされました。各大学、時にかなっ

た取組だと思います。

　そこで、第１点目に、このような各大学の一連

の流れを見たときに、平成９年創立から今年27年

目を迎える県立技術短大は、半導体産業の人材を

多数輩出した大学校として、一歩先をリードして

きたと私は確信します。

　また、今後は、隣接するソニーの第２工場の建

設、そして、何よりもＴＳＭＣの進出で、さらに

人材不足が問題になっていますが、このようなと

きこそ、県立技術短大の使命は、大きく定員を増

やし、人材輩出で日本の半導体産業に貢献すべき

と私は考えますが、いかがでしょうか。

　第２点目に、今現在、県立技術短大は、２年間

で課程を修了し、卒業になりますが、さらにもっ

と技術や知識を高めるための選択肢として、全国

に11か所ある職業能力開発大学校に進学する道も

あります。九州では、北九州の九州職業能力開発

大学校がこれに当たります。また、熊大に編入す

ることもできます。

　そこで、私は、半導体産業が集積する地域、学
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習に恵まれた環境、これまでの実績から見れば、

県立技術短大が４年制の開発大学校を目指すこと

が一番ふさわしいと考えますが、いかがでしょう

か。

　過日、菊陽町長は、ＪＲ原水駅周辺の土地区画

整理計画内に知の集積エリアを設け、大学の誘致

を示唆されました。新しい大学の誘致も魅力的で

すが、私は、身近にある県立技術短大を成長させ

るチャンスも重要だと考えます。

　そこで、県立技術短大の定員増と４年制移行に

ついて、木村知事はどのようにお考えか、お尋ね

をいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　県立技術短期大学校は、平成

９年に開校し、本年で創立27年目を迎え、これま

で2,000人以上の実践技術者を産業界に輩出して

まいりました。年によって変動はありますけれど

も、卒業生の約８割が県内の企業に就職しており

ます。

　また、これまでの卒業生の３分の１に当たる

700人以上が半導体関連産業に就職し、ソニーや

東京エレクトロン九州などの誘致企業はもとよ

り、地場の主要な半導体関連企業の中堅技術者と

して今や活躍しておられます。

　そのような中、ＴＳＭＣの進出を契機として、

半導体関連の人材需要はますます増大しており、

議員御紹介のとおり、九州の各教育機関では、半

導体関連の人材育成への取組が加速しておりま

す。

　その中で、熊本大学をはじめとする国立大学

は、研究開発に携わるような高度人材の育成に取

り組まれています。一方で、技大ですね――技術

短期大学、我々は技大と略しますけれども、技大

は、半導体製造工程に携わるような実践技術者の

育成を進めており、果たすべき役割の重要性も高

まっております。

　そこで、県は、本年４月、半導体技術科を開設

いたしまして、これに伴う実習機器の整備や指導

員の採用を行ってまいりました。また、内閣府か

ら特区の認定を受けまして、高度人材の育成への

新たな道も開かれました。

　本年４月に、卒業生１名が熊本大学へ編入学い

たしました。これにより、技大で実践技術を学ん

だ学生が、熊本大学で専門知識を学ぶことが可能

になり、技術開発能力やマネジメント能力などを

身につけることができることとなっております。

　議員御指摘のとおり、県内産業界の期待に応え

るため、さらに魅力ある学校へ飛躍することが必

要と認識していますが、一方で課題もございま

す。

　１つ目には、やはり、県内高等学校の生徒数が

年々減少傾向にあることでございます。

　昨年度の県内の高等学校の卒業者数は約１万

3,000人と、技大を設置した30年前と比べると１

万人以上減少しています。技大の志願倍率も、近

年２倍に届かないという状況でございます。

　２つ目に、学生を指導する人材の確保も課題と

して挙げられます。

　産業界から人材確保が厳しいとの声が聞かれる

中、技大の指導員の採用においても、実は応募が

少ない状況が続いております。

　このような課題がありますが、県民と産業界か

ら期待された役割を果たすために、定員増ですと

か応用課程の設置も選択肢の一つであると考えて

おります。

　現在、２か年の応用課程のある職業能力開発大

学校は、全国に11か所ありますが、いずれも、設

置運営は、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用

支援機構となっております。現時点で、そのよう

な応用課程を設置している都道府県はありません
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が、茨城県が応用課程の設置に向けて検討してい

ると伺っております。

　まず、来月、担当課において、茨城県ですとか

茨城県立産業技術短期大学校などを訪問して、応

用課程の設置などに関する意見交換や情報収集を

行ってみたいと考えております。

　今後の技大の志願状況の動きを見ながらではあ

りますが、基本理念に掲げる「実践技術者を育成

し、熊本県の経済社会の発展に寄与する」という

役割を果たすために必要な取組の検討を行ってま

いります。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　技大は県立大学であります。ここ

は少子化という問題がありますけれども、しっか

りと育てて、今、時にかなった大学だということ

を捉えれば、ここをバージョンアップしていくこ

とは大事なことだと私は思いますので、ぜひと

も、来月には、茨城が同じような考えを持ってや

ろうとして協議してますので、そこをしっかりと

見ていただいて、また御検討していただきたいと

いうふうに思います。

　次に、他県との交通アクセス問題について質問

いたします。

　九州は、半導体産業が盛んなことから、1980年

代、シリコンアイランドと呼ばれるようになり、

現在は、本県にＴＳＭＣの進出で、新生シリコン

アイランド九州として、さらに注目を集めていま

す。

　そのような状況からか、九州の中心に位置する

熊本へのインフラ整備の加速を求める声が各県か

らさらに高まっています。

　例えば、県外と結ぶ高規格道路では、中九州横

断道路、九州中央自動車道、南九州自動車道など

ありますが、また、鉄道でも、熊本豪雨災害で多

大な被害を受けたＪＲ肥薩線の復旧が求められて

います。

　こうしたインフラ整備は、新生シリコンアイラ

ンド九州の物流や人流、さらには観光の核になる

事業で、一日も早い完成が望まれているのは言う

までもない事実であります。この問題の解決に

は、まさに九州全体で団結して取り組む必要があ

ると確信します。

　そうした中、今年に入り、私は、大変気になる

ニュースが目につきました。

　それは、宮崎県の話題になりますが、宮崎県で

は、福岡市から大分県を経由し、鹿児島県につな

がる東九州新幹線構想がありました。これは、

1973年、全国新幹線鉄道整備法に基づき決まった

ものの、整備計画路線には格上げされていない状

況で、宮崎県などでつくる東九州新幹線鉄道建設

促進期成会が、2015年に東九州新幹線の建設費な

どを調査した経緯があります。

　ところが、この案件にさらに拍車をかける話題

として持ち上がったのが、本年２月９日、宮崎市

から九州新幹線の新八代駅をつなぐ新八代ルート

と、東九州新幹線の北九州から鹿児島、宮崎から

鹿児島の計３ルートの案です。

　宮崎県では、これらのルートの需要予測などに

関する調査費3,000万円を本年度一般会計予算案

に計上し、可決、成立しました。これは、県が単

独で調査費を計上するのは初めてで、河野宮崎県

知事は、記者会見で、東九州新幹線整備の機運を

今まで以上に盛り上げないといけない、県民に調

査結果を示して議論を進めたいと述べられたと聞

いています。

　早速、宮崎県内の首長からは期待や歓迎の声が

上がる一方で、延岡市議会では厳しい意見も上が

っているようです。当然、延岡市は大分のルート

ですから、こちらが行かないといかぬということ

で、厳しい意見が出たと。
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　これは私の推測ですが、宮崎県としては、北九

州から宮崎、そして鹿児島のルートはかなり距離

もあり、費用が膨大にかかるため、距離が短い宮

崎市から新八代駅という新しいルートの調査を加

えたのではないかと想像します。私は、今年３月

18日に宮崎県を訪問し、担当者に今後の見通しを

お伺いに行きましたが、何分調査前ということ

で、今後の見通しの詳細を聞くことはできません

でした。

　他県からではありますが、ありがたくも宮崎県

から、新八代駅に新幹線を結ぶという案が出され

ました。率直に、この案について、木村知事の感

想をお尋ねします。また、この案について、河野

宮崎県知事と今後意見交換する考えはあるのでし

ょうか、お尋ねをします。

　次に、３月18日、宮崎県庁の訪問前に鹿児島県

庁に立ち寄りました。目的は、最近、鹿児島県の

阿久根市や長島町で、天草と長島を結ぶ三県架橋

構想が大変盛り上がっていると聞き、鹿児島県の

動きについて調査に伺ったところでございます。

　昨年12月には、鹿児島県出水市で、三県架橋構

想の推進大会が開催され、参加しました。もとも

とこの構想は、鹿児島、熊本、長崎の漁業振興を

図る目的で始まり、それに加え、さらに観光を推

進する目的でもあります。

　天草市牛深は、日本一を誇る雑節の港で、和食

のだしに欠かせない生産拠点として大変重要な役

割を担っており、地元では、架橋構想に大変期待

が寄せられています。まずは、鹿児島県長島町と

熊本県天草市牛深がつながることで、県と県が橋

でつながることは大変大きな意義があると思いま

す。

　そこで、木村知事に、三県架橋についての認識

をお伺いいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　まず、宮崎県の新幹線構想に

ついてお答え申し上げます。

　九州新幹線鹿児島ルートが全線開通して13年に

なります。この間、新しい熊本駅舎ですとか白川

口駅前広場の完成、アミュプラザの開業など、新

幹線の効果で、熊本は大きな発展を遂げたと思っ

ております。

　そのような中、昨年12月、宮崎県が、３つのル

ート案の一つとして、新八代駅から宮崎へとつな

ぐルート案を示されました。本県としても、県南

地域の浮揚という観点から、とても夢があり、鉄

道好きな私としても、大いに興味を抱くルートで

あります。

　このルート案を含む３つのルートの需要予測な

どについて、宮崎県において今年度調査研究を行

い、秋頃までに取りまとめを公表されると伺って

おります。本県としても、その内容について注視

してまいりたいと考えております。

　なお、議員御質問の宮崎県知事との意見交換に

つきましては、宮崎県の河野知事と私は、私が総

務省に入省３年目のまだ事務官だった頃、課長補

佐としてお仕えした関係です。知事の先輩として

も、日々私に様々に御助言をいただき、大変懇意

にしております。

　今後も、九州知事会などで河野知事にお会いす

る機会も多いことから、この件についてもざっく

ばらんに意見を交換してまいりたいと考えており

ます。

　次に、三県架橋構想についてお答えいたしま

す。

　島原・天草・長島架橋構想は、県境を越えた相

互交流を可能にし、九州西岸地域に新しい経済文

化圏を形成し、地域の活性化をもたらす大きな可

能性に満ちた構想でございます。

　また、大規模災害時や緊急時の代替道路として
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も大きな役割が期待できます。

　熊本県では、これまで、長崎、鹿児島両県と協

議会を組織し、地元期成会と一丸となって、国へ

の要望活動や構想推進大会の開催、子供たちへの

周知啓発などに取り組んでまいりました。

　今年度から、私が協議会の会長に就任いたしま

す。また、大会は、今年天草地域で開催すること

としております。

　三県架橋構想を含む国の海峡横断プロジェクト

は、残念ながら平成20年に凍結されてはおります

が、引き続き、長崎、鹿児島両県や地元期成会の

皆様、住民の皆様とともに、地元の熱意を国に訴

えてまいります。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　残り時間が黄色信号から赤に変わ

ってきましたので、急いで行きたいと思います。

　災害時の危機管理対応についてでございます。

　本年１月１日元旦、多くの人命と多大な被害を

出した能登半島地震から早くも半年が過ぎまし

た。改めまして、亡くなられた方々の御冥福をお

祈り申し上げるとともに、被害に遭われた皆様方

に心からお見舞いを申し上げます。

　また、台湾でも、４月３日、東部台湾地震が発

生。ここでも多数の人命が失われ、また、多大な

被害を受けました。改めてお見舞いを申し上げま

す。

　このようにして、地震をはじめ災害は、いつど

こで起こるか分からない、また、日時も選んでく

れない非情な出来事でもあります。

　特に、我が国は、多岐にわたる災害の多い国で

もあります。いわゆる災害大国であります。もう

梅雨に入りました。線状降水帯による豪雨発生、

また、台風も心配な時期に入ります。

　そこで、第１点目の質問ですが、やはり災害が

発生しますと、まずは人命救出が第一の取組とな

ります。そして、次が避難所の確保、その後、生

活必需品の支給や、電気や水道など使用できない

地域は、復旧とともにそれを補う手だてが必要に

なりますが、忘れてはならないのがトイレの確保

でもあります。

　特にトイレは、避難所によっては状況が変わ

り、個数が少ない、使いづらい、衛生面が悪いな

ど、問題を抱え、利用を控え体調を崩される避難

者が少なくないと言われています。

　また、避難所では、個人のプライバシーを守る

仕切りやテントなどの備品が十分でないところも

あるようです。

　一方、台湾では、発災直後の避難所の様子をテ

レビで放映されていましたが、被災状況は異なり

ますが、避難所では、個別にテントが用意され、

食料はもとより、医療の支援など、とても行き届

いた支援がなされていました。この体制が地震発

生直後の僅か３～４時間後に確立できたという報

道もなされていました。

　全ての避難所がそうであったかは定かではあり

ませんが、こうした対応ができるのも、台湾で

は、日頃から災害備品の備えやボランティア団体

と行政との連携が密にできているからだそうで

す。

　特に、災害時のトイレ対策はとても重要であ

り、清潔で安心して使えるトイレトレーラーは、

被災者から大変喜ばれています。予算も必要であ

ることから、例えば、九州各県や各自治体がそれ

ぞれ所有、保管し、必要になった自治体に一時的

に提供するという検討もできるのではないでしょ

うか。テントも同じような使い方が考えられま

す。

　そこで、熊本地震を経験した本県として、トイ

レトレーラーの保有も含め、災害直後の支援体制

強化に向けてどのように取り組んでいるか、お尋
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ねをします。

　次に、第２点目の質問ですが、いよいよ梅雨に

入りました。とにかく大雨に見舞われないことを

祈るばかりですが、今、気象庁は、特に大雨の原

因となる線状降水帯の予知に力を入れています。

そして、この効果を発揮するため、気象庁が委嘱

して、都道府県に１名以上の災害対応の助言を行

う気象の専門家、気象防災アドバイザーの配置を

決めました。

　また、線状降水帯の情報発信については、令和

４年に、６時間前から12時間前の公表に前倒しさ

れたことに加え、５月27日からは、発生箇所の情

報を、これまでの地方単位から県ごとに細分化す

ることとされました。しかし、このような対応

も、県民に浸透しなければ被害を防ぐことにはつ

ながりません。

　そこで、線状降水帯の情報発信も含め、避難情

報の周知徹底に向けた県の対応についてお尋ねを

します。

　第３点目の質問ですが、災害時において、あま

り一般的に知られていない重要な問題がありま

す。それは、地震や水害、交通事故等で路上など

に放置された車の速やかな除却であります。万が

一路上に放置されても、他の車の通行に支障がな

ければ問題ないのですが、運転手が何らかの理由

で車から離れたり、事故等で車の移動が困難な場

合は、消防車両や救急車、警察車両など通行でき

なくなります。

　このような場合、原則的には、災害対策基本法

に基づき、車両移動に関する手続により対処され

るのですが、問題は、本人不在で車の移動が困難

な場合、レッカー車要請を誰がどこに依頼するの

か、迅速処理に資する体制が整っていません。そ

こで、このような事態を想定し、鹿児島県や宮崎

県では、レッカー車の協会と県との間で協定を締

結しています。

　そこで、本県においても、協定の締結を含め、

災害時における迅速な放置車両の除却に向けた取

組は重要と考えますが、県の認識をお尋ねしま

す。

　災害時における危機管理に関して、以上の３点

を竹内副知事にそれぞれお尋ねをいたします。

　　〔副知事竹内信義君登壇〕

○副知事(竹内信義君)　まず、１点目の災害直後

の支援体制強化についてお答えいたします。

　災害直後の避難者への対応を迅速に進めるため

には、平時からの備えが極めて重要です。

　そこで、県では、避難所の開設から運営までを

円滑に行えるよう、過去の災害の教訓を生かした

マニュアルを整備し、市町村に周知しておりま

す。また、民間支援団体と連携し、市町村職員や

地域住民の方々が避難者対応を学ぶ研修にも取り

組んでおります。

　災害物資の備えでは、現在、国、県、市町村の

３層構造で、食料や水などの物資を備蓄しており

ます。また、段ボールベッドや間仕切り、テント

を含めた必要な物資を円滑に調達、輸送できるよ

う、39の関係団体等と協定を締結し、定期的に連

絡会議や図上訓練を実施しております。

　さらに、議員御指摘の災害時のトイレ対策につ

きましては、令和２年７月豪雨災害の際に、島原

市から支援を受けたトイレカーの有用性を県内市

町村にも紹介したところでございます。

　今後、実際に保有している自治体の平時の活用

状況や維持管理等の情報も収集した上で、災害時

のトイレ確保策について、市町村と意見交換を進

めてまいります。

　次に、２点目の避難情報の周知徹底についてお

答えいたします。

　本県の雨の降り方の特徴として、深夜から明け
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方に大雨が発生しやすいという統計データがあり

ます。

　そのため、県民の皆様に対しまして、線状降水

帯等の気象情報をしっかり把握していただき、明

るいうちに安全な場所に避難する予防的避難の徹

底やマイタイムラインの活用を呼びかけておりま

す。

　また、市町村が避難情報を適切なタイミングで

住民に発出できるよう、熊本地方気象台との連携

強化や全市町村参加型の豪雨対応訓練を実施し、

市町村の災害対応能力の向上にも取り組んでおり

ます。

　さらに、災害時に必要な情報が県民の皆様に確

実に届くよう、防災情報メールやＳＮＳなど、多

様な情報伝達手段を整えております。

　加えまして、今定例会には、視覚障害者の方や

高齢者が、自分のスマートフォンを使ってハザー

ド情報を音声で聞き取れるようにするために必要

な予算を提案しております。

　今後とも、逃げ遅れゼロを目指し、気象台や市

町村等関係機関と連携し、全ての県民の皆様に避

難情報が確実に行き届く体制の構築を図ってまい

ります。

　最後に、３点目の放置車両への対応についてお

答えいたします。

　平成26年の災害対策基本法改正により、災害時

に道路に放置された車両は、道路管理者が除却に

必要な措置を取ることができるようになりまし

た。

　令和２年７月豪雨災害時には、国、県、球磨村

が連携し、村道に放置された乗用車７台の除却を

行っております。

　迅速な放置車両の除却は、議員御指摘のとお

り、初動体制確保の上で大変重要であり、専門性

を有する団体との連携強化は、非常に有効なこと

だと認識しております。

　これまで、熊本県建設業協会など19の団体と災

害時の支援協定を締結し、災害直後における道路

の啓開など、協定に基づき御協力をいただいてい

ます。

　あわせて、現在、大型車両等を運搬する技術力

を持つレッカー業の団体との支援協定締結に向け

協議を進めており、早期締結に向け、しっかりと

取り組んでまいります。

　今後とも、関係機関、団体との強固な連携の下

で、県全体の災害対応力の向上を図り、県民の皆

様の安全、安心の確保に全力で取り組んでまいり

ます。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　トイレトレーラーは、大変すばら

しい部分でございます。これはぜひ活用し、頑張

っていただきたいと思います。国でも、この質問

は結構よくありまして、今盛り上がっております

ので、ぜひお願いいたします。

　また、レッカーの協会というか、こういう方と

のやっぱり日頃の締結というのは、これはしっか

りやっておいたほうが、いざとなったら要請がで

きるということで大事だと思いますので、よろし

くお願いします。

　次に、下水サーベイランスについて質問をいた

します。

　新型コロナウイルスの感染法上の位置づけが、

季節性インフルエンザなどと同じ５類に引き下げ

られて、先月８日で１年となりました。

　新型コロナウイルスの発生当初は、未知のウイ

ルスで、感染したら高い確率で死亡する、もしく

は重症化すると、ただただ恐怖の毎日でした。最

大の感染症対策は、マスクの着用や手洗い、消毒

の徹底でしたが、今は、マスクなしの人も増え、

恐怖心も薄れた感があります。ただ、今なお、新
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型ウイルス感染症の影響で、重い後遺症に悩まさ

れている方も多いと聞きます。

　そうした中、４月24日、昨年発足した国の感染

症対策の司令塔を担う内閣感染症危機管理統括庁

は、次の感染症危機は必ず来るとして、深刻な感

染症への対応をまとめた新型インフルエンザ等対

策政府行動計画を、2013年の策定以来、抜本的に

改革し、今月下旬には新たに打ち出すとしていま

す。

　中身を見てみますと、対策項目を６から13に拡

充。水際対策、ワクチン、検査などの項目を独立

させ、それぞれ準備期、初動期、対応期の各段階

での対応を整備していると聞いています。

　そこで、私が注目するのが、13項目の中で２番

目の情報収集・分析と３番目のサーベイランスが

ありますが、とても重要だと考えております。

　サーベイランスを詳しく申し上げますと、下水

の疫学調査ですが、これを私は我が県でも早急に

導入すべきと考えます。

　先月８日、衆議院内閣委員会で、我が党の庄子

委員が、下水サーベイランス情報の効果を質問し

たところ、政府の答弁では、｢感染症法に基づく

患者報告や抗体保有状況の調査、下水からの病原

体の検出」に――中略ですが、｢下水を用いたサ

ーベイランスは有効であると認識をいたしており

ます｡」中略で、｢今年度からは、これまで研究と

して行ってきた新型コロナについて本事業の対象

といたしまして、現時点で12県において実施する

予定でございまして、引き続き、実施自治体の拡

大に向けて、未実施の自治体に働きかけてまいり

たいと考えております｡」との答弁がありまし

た。残念ながら、本県は入っておりません。

　私は、本年１月、モデル事業として先行した大

分市上下水道局を訪問。下水検体を定期的に採取

することで新型コロナウイルスの検出に取り組ん

でいる状況を視察してまいりました。結果は、特

殊な検査方法で、流行前約１週間ぐらいから数値

が上がることが確認されていました。

　政府は、2025年大阪・関西万博により訪日客の

大幅な増加が見込まれ、感染症が流入する危険性

も高まることから、国内主要６空港の排水に含ま

れるウイルスの調査を検討していると聞いていま

す。

　そこで、このような国の動きから、下水の検体

を採取し、新型コロナウイルスをはじめ、デング

熱、エムポックス、サル痘などの約30種類の感染

症を分析できる利点を生かし、例えば、ＴＳＭＣ

の進出で、海外からの旅客も増えると予想される

熊本空港での実施、半導体産業の集積により、新

たな下水処理場での実施など、早急に検討すべき

と考えます。

　感染症の流行を早くキャッチすれば、感染拡大

の予防対策を早急に打てますし、結果的に、企業

や県民にとっても計り知れないメリットと安心・

安全対策が図られます。

　下水サーベイランスの早急な導入に向けた県の

認識について、下山健康福祉部長にお尋ねをいた

します。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　議員御提案の下水

サーベイランスは、下水に含まれるウイルスなど

の病原性微生物の検査、監視を行うものです。国

においては、感染症の発生状況の把握とともに、

今後の予測にも活用できる可能性がある手法とし

て、実証実験が進められてきました。

　感染症の発生状況の把握という点については、

現在、感染症法に基づき、医療機関からの報告を

取りまとめ、県民に感染症ごとの発生状況を公表

し、感染予防の周知に活用しているところです。

　一方、今後の予測という点につきましては、国
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から委託を受け、都道府県において様々な手法の

流行予測調査が実施されてきましたが、今年度か

ら、幾つかの先行自治体において、新型コロナウ

イルス感染症の流行を予測する手法として、下水

サーベイランスを活用する取組が新たに始まった

ところです。

　下水サーベイランスには、人から検体を採取せ

ずに感染状況を予測できる可能性がありますが、

さきの国の実証事業においては、幾つかの課題も

明らかになっています。

　特に、大量の水に希釈されたウイルスを調査す

るという手法の特性から、下水から得られるデー

タのばらつきが大きいという問題があり、また、

採水地点や採水頻度を最適化するためのノウハウ

の蓄積が必要とされています。

　そのため、下水サーベイランスについては、ま

ずは、今年度から始まった先行自治体の流行予測

調査の結果等についての情報を収集し、課題の整

理と分析を進めてまいります。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　国も各県に進めていきたいと言わ

れていますので、ぜひ、県としても前向きに取り

組んでいただきたいというふうに思います。

　次に、スポーツ施設の今後の取組についてお尋

ねをします。

　スポーツ施設の話題は、今日まで、この議場で

相当交わされてきました。私も、これまで数回、

県営藤崎台球場の件で、もっと駐車場が広く、公

共機関を含めた交通の利便性の高いところへ移設

が必要ではないかと訴えてまいりましたが、その

願いがかなうことはありませんでした。

　また、最近は、スポーツ観戦を主たる目的とす

るスタジアム、アリーナの整備を求める声が高ま

っています。

　例えば、九州では、北九州のミクニワールドス

タジアム、佐賀市のＳＡＧＡアリーナ、長崎市で

建設が進んでいるスタジアムシティがあります

が、いずれも町なかにあり、注目を集めていま

す。

　全国に目を向けますと、構想段階のものを含め

て10数件あるそうです。ＴＳＭＣの誘致で全国的

に注目を集めている本県が、スポーツ施設につい

ては、他県と比較して見劣りすることは残念でな

りません。

　そうした中、４月11日、八代市は、ＪＲ九州新

八代駅周辺の再整備について、基本構想の内容を

明らかにされました。

　その基本構想の目玉の一つには、武道場や弓道

場を併設した上で、2,000人規模のコンサートが

開催できる文化施設の建設を検討したいと言われ

ていました。

　また、菊陽町では、５月７日、新しい熊本県営

野球場の誘致に向け、その必要性や候補地に関

し、県に提案するための内容の調査委託の公募を

始めました。

　そこでお尋ねしますが、木村知事は、昨日の前

川議員の答弁で、スポーツ施設については、任期

中に方針を示したいと表明されましたが、スポー

ツ施設といっても、対象が広い分野です。

　最近では、2020年東京オリンピックで日本人が

活躍したスポーツクライミングやスケートボード

など、いわゆるアーバンスポーツの人気も高まっ

ています。こうした競技関係者は、今後の論議に

期待を寄せる方もいるかもしれませんが、どのよ

うなスポーツを対象とされるのか、お尋ねをしま

す。

　スポーツ施設の在り方について、１か所にさせ

るのか、それともスポーツ種目ごとに分散して整

備するのか気になりますが、木村知事の現段階の

方向性についてお尋ねをします。
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　そして、次に、熊本では、サッカー、野球、バ

スケットなど、プロスポーツが盛り上がりを見せ

ています。多くの県民は、それぞれの活躍をとて

も期待していますし、楽しみにしています。

　しかしながら、プロスポーツの振興には、選手

の生活保障や事務所維持のために多額の費用がか

かります。このため、サポーターやスポンサーの

存在はどうしても欠かせません。

　そこで提案ですが、世界的に有名なＴＳＭＣが

日本に進出する中で、ここ熊本を選んでいただき

ました。言わばＴＳＭＣは、熊本の顔となる企業

でもあるわけです。

　昨年12月30日、熊本ヴォルターズの対福島戦

で、ＴＳＭＣの子会社ＪＡＳＭが、１日限定のス

ポンサーになられました。ぜひ、今後は、どのス

ポーツに限るわけではありませんが、１日限定の

スポンサーではなく、末永く支援をいただけない

だろうかと思いますが、県民も期待をしていると

思います。

　そこで、木村知事から、ＴＳＭＣもしくはＪＡ

ＳＭに対し、スポンサー協力などの働きかけを積

極的に取り組まれてはと思いますが、御所見をお

伺いいたします。

　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　お答えいたします。

　スポーツ施設については、スポーツをする側と

見る側の視点に加えて、まちづくりや民間活力の

導入などの観点から、今後公民連携による整備の

検討を進めると、昨日答弁いたしました。

　現在、県が運営するスポーツ施設は、プロスポ

ーツチームのみならず、県民にも様々なスポーツ

に幅広く利用されております。そのため、その整

備の方向性については、今後設置を予定している

検討会議の中で、各競技団体の意見を踏まえなが

ら、特定のスポーツに偏ることなく議論を尽くし

ていく必要があると、まず認識しております。

　また、施設の立地については、各施設に求めら

れる規模、機能、そして交通アクセス、さらに

は、民間活力の導入も含めた観点から、よりふさ

わしい立地を検討する必要があります。

　県民の期待が大きいスポーツ施設の整備につい

て、今後、丁寧に議論を深め、しっかりと検討を

進めてまいります。

　次に、スポンサー協力などの働きかけについて

お答えいたします。

　議員御指摘のとおり、各プロスポーツチーム

は、その運営に多額の経費がかかることから、協

賛金の収入を得るため、様々な企業にアプローチ

を行っています。

　また、企業側も、自社のＰＲや地域貢献などを

目的に協賛されることから、プロスポーツと企業

の双方にメリットがなければ、スポンサー協力は

生まれません。

　このようなことから、企業へのスポンサー協力

の働きかけについては、私、知事によるトップセ

ールスを否定するものでありませんけれども、行

政依存にならないように注意して、チーム自らが

まずは取り組んでいくものと考えております。

　しかしながら、その一方で、地元プロスポーツ

チームの活躍は、県民の生きがいや希望、誇りに

つながります。

　私自身、県庁プロスポーツチーム応援団のメン

バーの一人でございます。熊本県のプロスポーツ

チームが、ＪＡＳＭをはじめ、新たに熊本に来て

いただいた企業にも応援してもらえるよう、私自

身も機運醸成に協力してまいります。

　以上でございます。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　大変、アリーナとかいろんな形

で、県民からも期待が寄せられていますので、ぜ
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ひ、いい形で答えが出ればなと期待します。よろ

しくお願いします。

　それでは、次の質問を行います。

　平和ミュージアム構想についてでございます。

　今年８月15日は、終戦から79年目を迎えます。

当時二十歳の方は、今年で99歳になられます。こ

うして時代が進むにつれて、戦争を体験された方

々が高齢になり、直接話を聞く機会も失われてい

ます。

　これまで、ドキュメンタリー番組や映画、ドラ

マなど、戦争の映像を見る機会はたくさんありま

したが、その時代に生きた方々の苦しみや悲しみ

は、経験しなければ到底理解できないことと受け

止めています。

　現在、全国で、次世代が、命の貴さ、平和の大

切さを学び、人に伝える場として、平和ミュージ

アム資料館等が数多く建設されています。

　本県での状況を見てみますと、菊池市の菊池飛

行場ミュージアム、荒尾市の荒尾二造平和資料

館、錦町の人吉海軍航空基地資料館があります

が、いずれにおいても、戦争当時を知る貴重な資

料が展示されています。

　そこで、私は、全国の中で公設により運営をし

ている資料館を視察したいと思い、５月５日に、

北九州市平和のまちミュージアムを視察しまし

た。この場所は、旧小倉陸軍造兵廠があった場所

で、長崎に投下された原子爆弾の第１目標だった

ところです。目の前は小倉城がそびえ立ち、隣に

は市民の憩いの場である勝山公園があります。

　この施設のコンセプトは、｢市民の戦争体験や

当時の暮らしを物語る資料などを保存・継承して

いく｡」｢戦争の悲惨さや平和の大切さ、命の尊さ

について考える機会を提供する｡」というもので

した。

　特に、ダイナミックな360度シアターでは、長

崎原爆投下前日の８月８日に八幡大空襲があった

様子を物語るアニメ映画は、今でも私の脳裏に浮

かんでいます。

　また、５月31日には、大阪市のピースおおさか

大阪国際平和センターを視察しました。この場所

は、大阪城内にあり、戦時下の市民の暮らしの展

示や当時の兵士が家族に宛てた手紙なども展示さ

れていました。

　特に目を引いたのは、Ｂ29の大空襲で廃墟とな

った大阪市内の写真や、その際投下された１トン

爆弾の模型、そして、大空襲で貴い命を落とされ

た方々の銘板が設置されていたことです。

　同じように、平和に関する資料館では、広島、

長崎の平和記念館は、皆さんも御承知のとおり、

特に有名です。

　ちなみに、熊本市立図書館では、今月４日から

16日まで、戦争を伝える絵本やおもちゃなど約30

点、そのほか、戦時資料展示会が開催されたとこ

ろであります。

　そこでお尋ねします。

　今国連が提唱するＳＤＧsの16番目の項目「平

和と公正をすべての人に」の中で、｢あらゆる場

所で、あらゆる形の暴力と、暴力による死を大き

く減らす｡」と示されているように、戦争という

大きな暴力を無くし、世界平和に向け、持続可能

な社会実現のためにとの思いで、県都熊本市に戦

争と平和のミュージアム設立を目指しておられる

団体もありますが、知事の平和ミュージアムの存

在についてはどのような認識をお持ちか、お尋ね

をします。

　また、県都熊本市に設立を目指す団体は、県な

どからの行政支援を強く望まれていますが、この

点についての知事の率直な考えをお尋ねいたしま

す。

　以上２点、木村知事にお尋ねをいたします。
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　　〔知事木村敬君登壇〕

○知事(木村敬君)　お答え申し上げます。

　現在私たちが享受している平和と繁栄は、さき

の大戦における貴い犠牲の上に築かれたものであ

り、私たちは、決してそのことを忘れてはなりま

せん。そして、戦争の悲惨さ、そして平和や命の

貴さを、未来を担う次の世代に語り継いでいくこ

とは、今を生きる私たちの重要な使命であると考

えております。

　このような考えから、県は、毎年８月15日に、

市町村及び各地の戦没者遺族会と共催で、熊本県

戦没者追悼式を実施させていただいております。

また、小中学校において、修学旅行時の戦争・被

爆体験の講話など、平和や命の貴さを学ぶ学習活

動が行われております。

　議員から御紹介のありました北九州市や大阪市

などの戦争と平和に関するミュージアムについて

は、戦争の記憶や教訓を次世代に伝えるもので、

その設立趣旨は、県の取組と思いを同じくするも

のであると考えております。

　次に、熊本市に平和ミュージアム設立を目指す

団体への支援についてでございますが、まずは、

熊本市や戦没者遺族会などの意見を踏まえて対応

する必要があると考えております。

　また、県においては、目下優先して取り組むべ

き課題が山積している状況にもございます。

　熊本県としては、このような状況を踏まえなが

らも、平和ミュージアム設立に向けた県民の機運

醸成が図られましたら、熊本市や戦没者遺族会な

どと連携して、支援の在り方を検討してまいりた

いと考えます。

　以上でございます。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　今世界でも紛争が起こっておりま

すけれども、いろんな防衛もしっかりやらなきゃ

いけない。一方で、やっぱり平和という貴重な大

事なことも教育していかなきゃいけない。この両

立が大事ではないかと思います。

　最後の質問です。

　どうにかこうにか、部長、大丈夫ですから安心

してください、短く終わりますので。

　がん患者のアピアランスケアの対策についてで

ございます。

　今、我が国では、年間95万人の方ががんに罹患

され、そのうち38万人の方が貴い命を失われてい

ます。がんに侵された本人はもとより、その家族

も大変つらい思いをされています。

　ただ、最近では、医学のたゆまぬ研究で、早期

発見されたがんのうち、その種類によっては、完

治や延命を勝ち取ることもできるようになりまし

た。ただ、その治療の過程で、切除手術や放射線

治療、または抗がん剤治療などにより、外見の変

化や副作用に伴い、身体的、精神的に苦しまれる

方もおられます。

　現在、がん治療に伴う脱毛や乳房手術など、外

見の変化による苦痛を軽減するアピアランスケア

の取組が全国に広がっています。

　公明党も、この問題に関しては、国会議員と連

携し、この県議会でも取り上げてまいりました。

　具体的に申し上げますと、脱毛ケアに必要なウ

イッグや帽子、乳房補正具などありますが、がん

患者にとっては、精神的な苦痛や経済的な不安も

あることから、行政からの支援に期待を寄せる声

が高まっています。

　県も、こうした要望に応えようとして、今議会

に、がん対策推進事業として、がん患者の医療用

ウイッグ等の購入や40歳未満の患者の在宅療養に

要する経費助成に係る予算を計上していますが、

関係者にとっては、とてもありがたい事業である

と歓迎されていると思います。
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　この予算は、国の補助がなく、県や市町村は単

独予算で対応するため、県は、市町村による補助

と合わせて、補助率２分の１となる支援制度を計

上した上で、あらかじめ県内市町村に実施希望を

照会し、その結果、10市町村が取り組む予定だと

回答したとのことです。

　しかしながら、がん患者にとっては、どこに住

んでいても悩みは同じはずです。市町村の財政状

況には、それぞれ抱えている事情は違いがあるこ

とから、今回の支援に取り組む市町村数が少ない

結果になったとは思いますが、県としては、県内

市町村が積極的に取り組むよう、今後も周知徹底

を図っていく必要があるのではないでしょうか。

　そして、この取組の裾野を広げていくことが、

アピアランスケアを利用する方々に真摯に向き合

うことにつながるのではないかと思いますが、今

後の県の取組について、その認識を健康福祉部長

にお尋ねいたします。

　　〔健康福祉部長下山薫さん登壇〕

○健康福祉部長(下山薫さん)　がん患者のアピア

ランスケアの対応についてお答えいたします。

　本県において、毎年約１万4,000人の方ががん

に罹患されていますが、医療の進歩により、治療

と学業や仕事などを両立しながら社会生活を送る

方が増えています。

　がん患者の方が治療前と同じように暮らしてい

くための支援の一つとして、治療に伴う外見の変

化を補うアピアランスケアの重要性が高まってい

ます。

　こうした状況を踏まえ、県としては、新たな事

業として、ウイッグや乳房補正具等のアピアラン

スケア用品への助成を行う市町村を後押しし、が

ん患者の方々の経済的、心理的負担の軽減を図り

たいと考えています。

　議員の御指摘のとおり、アピアランスケアを必

要とされているがん患者の方々が、県内のどの市

町村にお住まいであっても支援を受けられること

が望ましいと考えています。

　県としましては、まずは、事業の意義や内容に

ついて、市町村や医療機関にも説明していくとと

もに、県民に向けては、アピアランスケアをはじ

め、がんに関する正しい知識の周知啓発を進めて

まいります。

　また、全国的な課題でもありますことから、国

において一律に支援体制を整備すべきと考えてお

り、今後も、国に対して、支援制度の創設等を様

々な機会を捉えて粘り強く働きかけてまいりま

す。

　がん患者が、いつでも、どこにいても尊厳を持

って安心して暮らしていくことのできる社会を実

現するため、今後も引き続き、がん患者とその家

族への支援に取り組んでまいります。

　　〔城下広作君登壇〕

○城下広作君　どこで逆転したか分かりませんけ

れども、黄色が赤に点滅しそうになって、最後は

青で終わるようになりました。

　全部で12項目、最初はちょっと多いかなと思っ

ておりましたし、知事も、新しく、初議会でした

ので、思いの丈をたくさん話したいという思いが

伝わりまして、ありがとうございました。最初は

どきどきしましたけれども、その分本当に知事の

思いも分かりました。

　また、副知事２人にも、ぜひこの議会で登壇の

機会があればいいなと思いながら、２人に対する

質問は何を用意すればいいかということを考えた

末に、ああいう質問になりました。ありがとうご

ざいました。

　これで用意した12項目全て終わりましたので、

安心して私の質問を終わりたいと思います。

　御清聴本当にありがとうございました。（拍
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手）

○議長(山口裕君)　以上で通告されました代表質

問は全部終了いたしました。

　これをもって代表質問を終結いたします。

　明21日は、午前10時から会議を開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第４号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午前11時39分散会




